
公益社団法人　経済同友会

調査期間：2011年11月30日～12月9日
調査対象：2011年度公益社団法人経済同友会幹事、経済政策委員会委員、その他委員会登録の

経営トップマネジメント(546名)および各地経済同友会代表幹事(71名） 計617名
集計回答数：242名（回答率＝39.2％）〔製造業78名、非製造業164名〕

〔公益社団法人経済同友会会員193名、各地経済同友会代表幹事49名〕
＊本調査は年4回（3月、6月、9月、12月）実施

2011年12月13日

2011年12月（第99回）景気定点観測アンケート調査結果

【調査結果の概要】

Ⅰ．景気判断

(1)景気の現状について
・「緩やかに拡大している」が減少（30.9％→25.6％)し、「緩やかに後退している」が増加（13.6％→19.8％） した。

同友会景気判断指数（※）は0.8でプラス圏内を維持した。

(2)今後の見通しについて
・ 「緩やかに拡大している」（25.6％→49.0％）が増加、 「横ばい状態が続いている」（51.7％→33.9％）が減少した。

その判断根拠は、「増加」項目では「政府支出」40.3％、「減少」項目では「輸出」26.0％の割合が最大であった。

Ⅱ．企業業績、設備投資等

(1)売上高および経常利益
・売上高：同友会売上高指数は、2011年10-12月期：22.9、2012年1-3月期：30.1と上昇傾向になった。

－1－

・売上高：同友会売上高指数は、2011年10-12月期：22.9、2012年1-3月期：30.1と上昇傾向になった。

製造業では、10-12月期見込みは「増収」が41.1％、非製造業でも「増収」が44.7％で最大であった。

・経常利益：同友会経常利益指数は、2011年10-12月期：16.0、2012年1-3月期：20.1と上昇傾向になった。

製造業では、10-12期見込みは「減益」が36.6％、非製造業では「増益」が46.6％で最大であった。

(2)設備投資
・同友会設備投資指数は、9月調査時の16.4から13.5に低下した。

・2011年度の設備投資額は、製造業では「増額」、「2010年度並み」がともに39.7％、非製造業では「2010年度並み」が

42.1％で最大であった。

Ⅲ．トピックス

１．環太平洋経済連携協定（以下、ＴＰＰ）の交渉参加について

・ＴＰＰへの参加で期待される効果としては、「国内の構造改革の促進」、「アジア太平洋地域の需要獲得」

（各61.8％、60.5％）の割合が大きかった。

・ＴＰＰへの参加を機に進めるべき農業改革の政策としては、「法人営農の促進」、「農地の集約化」（各65.4％、53.8％）

の割合が大きかった。

２．2012年の国内外の経済情勢について

・官民の復興需要に伴う受注状況については、「これまで全く発生していない」が44.1％で最大であった。

一方、今後の受注の見通しでは、「ある程度発生することが予想される」が44.8％で最大であった。

３．日本企業のコーポレートガバナンスについて

・今般の企業不祥事の影響として懸念されることとしては、「国内外で日本企業のコーポレートガバナンスに対する

不信感が高まること」、「企業活動に対し過剰な規制が行われること」（各75.1％、53.9％）の割合が大きかった。

・国内外の投資家にとって透明性の高い経営を行うために必要なこととしては、「正しい経営を行う倫理観と志を経営者

が持つこと」、「経営についての情報開示の一層の推進」、「社外取締役や社外監査役の独立性の向上」（各88.0％、

42.3％、38.6％）の順に割合が大きかった。

（※）同友会景気判断指数：景気の現状を判断する回答について、「拡大している」を1、「緩やかに拡大している」を0.5、「横ばい状態が
続いている」を0、「緩やかに後退している」を-0.5、「後退している」を-1として、各回答の比率を積算し合計したもの。（「その他」は考慮せず）
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Ⅰ．日本経済

１．景気の現状と見通しについて

　（１）景気の現状について、現在の我が国の景気動向をどのように判断されますか。
　（２）2012年前半（2012年1月～2012年6月）の景気についてどのようにお考えですか。

図表１(1)
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図表１(2)

全体：現状（回答数242人）　見通し（回答数239人） （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12
今後の
見通し

拡大している 0.0 2.0 0.4 0.4 0.0 0.8 2.5 0.4 1.7 
緩やかに拡大している 39.6 62.3 33.8 11.9 48.1 9.2 30.9 25.6 49.0 
横ばい状態が続いている 52.5 31.9 44.3 66.8 48.1 36.9 47.0 51.7 33.9 
緩やかに後退している 6.5 3.4 18.6 19.0 2.9 29.2 13.6 19.8 14.2 
後退している 0.9 0.5 3.0 1.8 1.0 21.5 4.7 2.5 1.3 
その他 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 1.3 0.0 0.0 

（景気判断指数） 15.7 31.0 5.0 -5.0 21.6 -30.7 6.5 0.8 17.8 

（注）景気判断指数：アンケートの答えのうち、「拡大している」を１、「緩やかに拡大している」を0.5、「横ばい状態が続いている」を０、
　　　「緩やかに後退している」を－0.5、「後退している」を－1として、それぞれの答えの比率をかけ、合計したもの（「その他」は考慮せず）。
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（注）短観・業況判断指数の2011/12は9月調査時点の見通し （資料）日本銀行『全国企業短期経済観測調査』
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図表１(5)

製造業：現状（回答数78人）　見通し（回答数77人） （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12
今後の
見通し

拡　大 38.2 66.7 34.3 11.9 44.4 8.2 32.9 19.2 42.9 
横ばい状態 55.9 27.3 47.8 59.7 47.6 32.9 39.5 47.4 36.4 
後　退 4.4 6.1 17.9 28.4 7.9 57.6 25.0 33.3 20.8 

非製造業：現状（回答数164人）　見通し（回答数162人） （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12
今後の
見通し

拡　大 40.3 63.0 34.1 12.6 49.7 10.9 33.8 29.3 54.3 
横ばい状態 51.0 34.1 42.9 69.8 48.3 38.9 50.6 53.7 32.7 
後　退 8.7 2.9 22.9 17.6 2.1 47.4 15.0 17.1 13.0 

公益社団法人　経済同友会：現状（回答数193人）　見通し（回答数192人） （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12
今後の
見通し

拡　大 40.7 67.1 37.6 14.1 50.6 10.0 37.3 28.0 52.1 
横ばい状態 52.3 28.1 44.1 67.2 46.3 38.9 43.8 52.3 33.3 
後　退 6.4 4.8 18.3 18.6 3.1 48.8 17.3 19.7 14.6 

各地経済同友会代表幹事：現状（回答数49人）　見通し（回答数47人） （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12
今後の
見通し
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見通し

拡　大 35.6 51.4 21.6 6.1 39.1 10.2 19.6 18.4 44.7 
横ばい状態 53.3 48.6 45.1 65.3 54.3 28.6 58.8 49.0 36.2 
後　退 11.1 0.0 33.3 28.6 6.5 59.2 21.6 32.7 19.1 

※「拡大」は「拡大」、「緩やかに拡大」の合計。「後退」は「後退」、「緩やかに後退」の合計。

（３）2012年前半（2012年1月～2012年6月）の景気について、そのように判断する根拠をお選びください（２つまで）。

図表２

全体（回答数231人）   （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12

増加 13.4 37.6 8.2 18.5 36.3 28.0 22.1 22.9 
減少 19.6 9.9 21.6 15.3 11.4 2.8 10.4 9.5 
増加 12.4 26.7 12.6 14.0 14.4 7.5 9.5 13.4 
減少 32.5 17.3 45.0 45.0 21.9 24.4 19.9 20.8 
増加 15.8 5.0 6.9 5.4 2.0 39.8 33.8 40.3 
減少 13.4 4.5 9.5 12.2 12.9 2.0 2.6 1.7 
増加 1.9 2.5 1.7 1.8 4.0 4.7 3.9 3.9 
減少 3.3 1.5 2.2 2.7 1.5 0.8 0.4 0.4 
増加 49.8 54.0 13.0 29.7 46.8 18.9 13.9 5.2 
減少 5.3 9.4 45.9 21.2 9.0 8.3 26.8 26.0 
増加 28.3 22.1 12.6 
減少 11.4 7.8 10.0 

6.7 10.4 12.1 11.3 12.9 13.0 11.3 11.7 
*注）「生産・販売」は2011年6月調査から新規項目

生産・
販売 *

その他

設備投資

個人消費

政府支出

住宅投資

輸　出
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（４）対ドル円相場：2012年6月末値

図表３(1)
＜参考＞ 2011年11月29日　終値１ドル＝77円93銭

全体（回答数239人）   （回答比％）

70円未満
70円～
75円未満

75円～
80円未満

80円～
85円未満

85円～
90円未満

90円～
95円未満

95円～
100円
未満

100円
以上

今回 1.7 10.9 59.8 26.4 0.8 0.4 0.0 0.0
前回 2.6 8.1 62.6 25.5 1.3 0.0 0.0 0.0

（５）日経平均株価（225種）：2012年6月末値

図表３(2)
＜参考＞ 2011年11月29日　終値8,477円82銭

全体（回答数240人）   （回答比％）

6,000円
未満

6,000円
台

7,000円
台

8,000円
台

9,000円
台

10,000円
台

11,000円
台

12,000円
台

13,000円
台

14,000円
以上

今回 0.0 0.0 3.8 36.7 48.8 8.8 2.1 0.0 0.0 0.0
前回 0.0 0.0 0.4 8.1 54.0 31.5 5.1 0.9 0.0 0.0
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Ⅱ．企業業績、設備投資等

１．貴社の業績についてお伺いします。
（１）貴社の売上高

図表４(1)
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図表４(2)

全体：見込み（回答数223人）　予想（回答数223人） （回答比％）

見込み 予想

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　収 37.5 43.7 41.2 44.8 39.9 29.7 35.5 43.5 47.1 
横ばい 25.5 32.2 39.4 34.8 43.1 34.7 38.2 35.9 35.9 
減　収 37.0 24.0 19.5 20.5 17.0 35.6 26.4 20.6 17.0 

0.5 19.7 21.7 24.3 22.9 -5.9 9.1 22.9 30.1 

製造業：見込み（回答数73人）　予想（回答数73人） （回答比％）

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　収 63.1 65.0 62.5 57.1 55.9 36.7 48.6 41.1 50.7 
横ばい 16.9 16.7 28.1 22.2 30.5 30.4 29.2 35.6 32.9 
減　収 20.0 18.3 9.4 20.6 13.6 32.9 22.2 23.3 16.4 

非製造業：見込み（回答数150人）　予想（回答数150人） （回答比％）

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　収 25.2 33.3 32.5 39.5 32.6 26.1 29.1 44.7 45.3 
横ばい 29.6 39.8 43.9 40.1 48.8 36.9 42.6 36.0 37.3 
減　収 45.2 26.8 23.6 20.4 18.6 36.9 28.4 19.3 17.3 

（注）同友会売上高：アンケートの今期売上高見込みの回答について、「増収」を１、「横ばい」を０、「減収」を－1として、
　　　それぞれの比率をかけ、合計したもの。なお、2012年3月の値は2011年12月調査時における予想。

同友会売上高指数

-30%-60

（資料） 財務省『法人企業統計調査』
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（２）貴社の経常利益

図表５(1)
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図表５(2)

全体：見込み（回答数219人）　予想（回答数219人） （回答比％）

見込み 予想

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　益 46.9 45.1 46.2 43.5 41.6 21.8 30.9 41.6 41.6 
横ばい 29.2 36.0 30.7 36.2 38.4 34.1 33.2 32.9 37.0 
減　益 24.0 18.9 23.1 20.3 20.0 44.1 35.9 25.6 21.5 

22.9 26.2 23.1 23.2 21.6 -22.3 -5.0 16.0 20.1 

製造業：見込み（回答数71人）　予想（回答数71人） （回答比％）

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　益 66.7 63.3 60.3 44.4 44.8 23.7 30.6 31.0 38.0 
横ばい 23.8 20.0 19.0 27.0 34.5 28.9 22.2 32.4 36.6 
減　益 9.5 16.7 20.6 28.6 20.7 47.4 47.2 36.6 25.4 

非製造業：見込み（回答数148人）　予想（回答数148人） （回答比％）

2010/
1-3

2010/
4-6

2010/
7-9

2010/
10-12

2011/
1-3

2011/
4-6

2011/
7-9

2011/
10-12

2012/
1-3

増　益 37.2 35.7 40.3 43.1 40.2 20.9 31.0 46.6 43.2 
横ばい 31.8 44.3 35.6 40.3 40.2 36.6 38.6 33.1 37.2 
減　益 31.0 20.0 24.2 16.7 19.7 42.5 30.3 20.3 19.6 

（注）同友会経常利益：アンケートの今期経常利益見込みの回答について、「増益」を１、「横ばい」を０、「減益」を－1として、
　　　それぞれの比率をかけ、合計したもの。なお、2012年3月の値は2011年12月調査時における予想。

同友会経常利益指数

（資料） 財務省『法人企業統計調査』
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２．貴社の設備投資（2011年度）についてお伺いします。
（１）国内の設備投資額(2011年度)は2010年度比でどのようになる予定でしょうか。

図表６(1)
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図表６(2) （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12

増　額 18.1 37.8 29.9 35.2 36.6 38.5 35.1 36.1 
2010年度並み* 40.2 44.0 48.2 44.6 46.9 44.3 46.2 41.3 
減　額 41.7 18.1 21.9 20.2 16.5 17.2 18.7 22.6 

-23.6 19.7 8.0 15.0 20.1 21.3 16.4 13.5 
増　額 14.9 48.5 28.4 40.0 33.3 51.2 48.7 39.7 
2010年度並み* 37.3 33.3 44.8 43.1 46.0 34.1 34.2 39.7 
減　額 47.8 18.2 26.9 16.9 20.6 14.6 17.1 20.5 
増　額 19.7 32.3 30.6 33.1 38.2 32.1 28.2 34.2 
2010年度並み* 41.6 49.6 49.7 45.3 47.3 49.4 52.3 42.1 
減　額 38.7 18.1 19.7 21.6 14.5 18.5 19.5 23.7 
*注）2010/3調査時は2008年度並み、2010/6～2011/3調査時は2009年度並み

（２）増額される設備投資／（３）減額される設備投資の主な内容をお選びください。(複数回答可)

図表６(3) ○増額設備投資   (回答比％)

回答数

能力増強
投資

新規事業
投資

合理化・
省力化
投資

環境対策
投資

維持・補修
・更新等の
投資

その他

製造業 (78)   25.6  20.5  20.5  7.7  33.3  7.7  

非製造業 (152)   17.8  20.4  20.4  4.6  21.1  3.9  

●減額設備投資

製造業 (78)   17.9  6.4  6.4  1.3  11.5  3.8  

非製造業 (152)   14.5  15.1  3.9  3.3  15.1  3.9  

（注）同友会設備投資：アンケートの回答について、「増額」を１、「2010年度並み」を０、「減額」を－1として、それぞれの比率をかけ、
　　　合計したもの。

全体
（回答数230人）

同友会設備投資指数

非製造業
（回答数152人）

製造業
（回答数78人）

（資料） 財務省『法人企業統計調査』
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３．貴社の雇用の状況についてお伺いします。現状の雇用人員をどのようにお考えでしょうか。
（１）全体として，雇用人員は

図表７(1)
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雇用判断の推移

過
剰

不
足

同友会雇用判断指数

（左目盛）

短観・雇用人員判断指数

（全規模・全産業）：右目盛

（同友会） （短観）

－8－

（注）同友会雇用判断：アンケートの回答について、「過剰」を１、「適正」を０、「不足」を－1として、それぞれの比率をかけ、合計したもの。

図表７(2) （回答比％）

調査時点 2010/3 2010/6 2010/9 2010/12 2011/3 2011/6 2011/9 2011/12

過剰である 29.0 26.6 22.9 19.5 22.1 21.3 24.0 21.3 
適正である 63.8 66.3 66.7 69.1 67.8 71.1 67.4 64.7 
不足している 7.1 7.0 10.4 11.4 10.1 7.5 8.6 14.0 

21.9 19.6 12.5 8.1 12.0 13.8 15.4 7.3 
過剰である 38.2 37.9 35.8 30.3 34.9 25.9 35.5 32.5 
適正である 54.4 57.6 53.7 66.7 58.7 70.6 60.5 62.3 
不足している 7.4 4.5 10.4 3.0 6.3 3.5 3.9 5.2 
過剰である 24.6 21.1 17.7 14.9 16.2 19.0 18.5 15.8 
適正である 68.3 70.7 72.0 70.1 72.1 71.4 70.7 65.8 
不足している 7.0 8.3 10.4 14.9 11.8 9.5 10.8 18.4 

（２）過剰感のある雇用人員／（３）不足感のある雇用人員の主な内容をお選びください。(それぞれ２つまで)
図表７(3)

○過剰人員   (回答比％)

回答数

経営・
管理職

一般社員
、工員等

技術者・
専門
技能者

その他

製造業 (77)   18.2  24.7  3.9  9.1  

非製造業 (158)   12.0  20.3  3.2  3.8  

●不足人員

製造業 (77)   6.5  5.2  28.6  6.5  

非製造業 (158)   8.9  6.3  29.1  3.8  

同友会雇用判断指数

全体
（回答数235人）

11.4      

製造業
（回答数77人）

15.2      

営業専門職
（歩合、請負等）

1.3      

6.5      2.6      

3.8      

アシスタント
（派遣、パート、
アルバイト等）

2.5      

非製造業
（回答数158人）

11.7      

-30-30

短観・雇用人員判断ＤＩの2011/12は9月調査時点での見通し （資料）日本銀行『全国企業短期経済観測調査』
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Ⅲ．トピックス

１．環太平洋経済連携協定（以下、ＴＰＰ）の交渉参加について
　野田佳彦首相は、ＴＰＰ交渉への参加に向けて関係国との協議に入ることを決定しましたが、
　ＴＰＰ交渉では、広範な分野にわたり様々な論点についての議論が想定されます。

 （１）ＴＰＰへの参加により期待される効果として特に高いと考えられるものを下記の中からお選び下さい。
　　（複数回答可、２つまで）

図表8

2

②

61

1

①

62

4

④

16

5

⑤

15

3

③

37

国内の構造改革の促進
（農業改革など）

高い経済成長が期待される
アジア太平洋地域の需要獲得

ヒト・モノ・カネの流れが促進
されることによる内なる
国際化の進展

アジア太平洋地域における
外交・安全保障面での
連携の推進

財・サービスの多様化や、
価格低下などによる消費者
利益の増加

61.8

60.5

36.6

16.0

15.1

0.8

57.9

61.8

39.5

13.2

18.4

63.6

59.9

35.2

17.3

13.6

0 20 40 60 80 (%)

全体(回答数）238人

－9－

6

⑥

1

（２）ＴＰＰ交渉において、特にご関心の強い論点を下記の中からお選び下さい。（複数回答可、３つまで）

図表9

1

①

61

5

⑤

30

7

⑦

19

4

④

30

6

⑥

20

3

③

34

2

②

41

8

⑧

4

農林水産品の関税撤廃・
削減方法についての交渉

知的財産権の保護、模倣品や
海賊版の取り締まりルールに
ついての交渉

貿易や投資促進を目的とした
労働基準の緩和を制限する
ルールについての交渉

国境を越える金融サービスの
提供ルールについての交渉

内外投資家の無差別原則や
投資に関する紛争解決手続き
のルールについての交渉

公共事業の発注における海外
企業の参入基準についての交渉

食品の安全確保、ならびに動物や
植物が病気にかからないように
するための措置「衛生植物検疫」
についての交渉

その他

その他

61.3

40.8

33.6

29.8

29.8

19.7

19.3

4.2

54.7

65.3

32.0

21.3

24.0

18.7

21.3

5.3

64.4

29.4

34.4

33.7

32.5

20.2

18.4

3.7

0 20 40 60 80 (%)

全体(回答数）238人

製造業(回答数）75人

非製造業(回答数）163人

0.8
0
1.2

全体(回答数）238人

製造業(回答数）76人

非製造業(回答数）162人
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（３）ＴＰＰへの参加は、わが国の農業改革の契機にもなると考えられます。農業において早急に
　　進めるべきと考えられる政策を下記の中からお選び下さい。（複数回答可、３つまで）

図表10

2

②

54

1

①

65

4

④

36

6

⑥

21

7

⑦

16

8

⑧

12

3

③

45

農産物の輸出促進

減反の廃止

法人営農の促進

農地の集約化

戸別所得補償制度の見直し

農協のあり方の見直し

農業の担い手の育成

65.4

53.8

45.3

35.5

29.1

21.4

16.2

62.7

62.7

42.7

34.7

25.3

17.3

16.0

66.7

49.7

46.5

35.8

30.8

23.3

16.4

0 20 40 60 80 (%)
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5

⑤

29

9

⑨

3

（４）わが国の通商政策をさらに進展させるために、今後、政府が注力すべき経済連携として考えられる
　　ものを下記の中からお選び下さい。（複数回答可、２つまで）

図表11

4

④

25

3

③

36

1

①

65

2

②

49

5

⑤

2

6

⑥

1

日本とＥＵとのＥＰＡ交渉

二国間協定の促進
（日本とEUとのEPA交渉を除く）

ＷＴＯドーハラウンドの
交渉妥結に向けた対応

その他

６次産業化を支援する
官民ファンドの創設

その他

ＡＳＥＡＮ+３，
ＡＳＥＡＮ+６交渉

日中韓ＦＴＡ交渉

11.5

3.4

16.0

2.7

9.4

3.8

全体(回答数）234人

製造業(回答数）75人

非製造業(回答数）159人

65.2

48.9

36.1

25.3

2.1

0.9

65.8

50.0

43.4

17.1

3.9

2.6

65.0

48.4

32.5

29.3

1.3

0

0 20 40 60 80 (%)

全体(回答数）233人

製造業(回答数）76人

非製造業(回答数）157人
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２．2012年における国内外の経済情勢について

　2012年の景気の見通しは、震災復興に伴う需要の顕在化などにより持ち直しが続くことが期待
される一方で、海外経済の減速等による影響が懸念されます。

（１）官民の復興需要に伴う貴社における受注の状況ついて、下記の中から近いものを１つお選び下さい。

図表12

回答数

全　体 (227)

製造業 (76)

非製造業 (151)

（２）官民の復興需要に伴う貴社における今後の受注の見通しについて、下記の中から近いものを１つお選び下さい。

図表13

現在、かなり

発生している

0.4

0

0.7

現在、ある程度

発生している

35.7

34.2

36.4

過去に発生したが、

現在はない

8.8

17.1

4.6

これまで全く

発生していない

44.1

39.5

46.4

その他

11.0

9.2

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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回答数

全　体 (230)

製造業 (78)

非製造業 (152)

かなり発生することが

予想される

1.3

2.6

0.7

ある程度発生することが

予想される

44.8

48.7

42.8

全く発生する

見込みはない

29.6

30.8

28.9

不明・予想がつかない

16.5

12.8

18.4

その他

7.8

5.1

9.2

－11－



（３）日本経済の回復や世界経済の持続的な成長に影響を及ぼす国内外の経済動向として、強く懸念
　　されることを下記の中からお選び下さい。(複数回答可、２つまで)
　　

図表14

1

①

77

4

④

21

3

③

27

2

②

48

5

⑤

17

6

⑥

6

7

⑦

0

新興国経済の減速

米国経済の減速

日本の公的債務の増加

所得格差の拡大などを
背景とする社会の不安定化

その他

欧州におけるソブリン問題

急激な円高

76.6

48.1

26.8

20.9

17.2

5.9

0.4

78.2

56.4

33.3

16.7

7.7

5.1

0

75.8

44.1

23.6

23.0

21.7

6.2

0.6

0 20 40 60 80 100 (%)

全体(回答数）239人

製造業(回答数）78人

非製造業(回答数）161人
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３．日本企業のコーポレートガバナンスについて

（１）今般の企業不祥事の影響として懸念されることを下記の中からお選び下さい。(複数回答可、２つまで)

図表15

1

①

75

4

④

6

2

②

54

5

⑤

3

3

③

41

6

⑥

0

（２）企業活動がグローバルに広がるなかで、国内外の投資家にとって透明性の高い経営を行うために

個別企業の不祥事を受けて、
企業活動に対する過剰な
規制が行われること

海外投資家による日本の
株式市場への投資が
減少すること

今般の個別企業の不祥事が
大きな影響をもたらす
ことはない

国内における「貯蓄から
投資へ」の流れが停滞・
逆流すること

その他

国内外で日本企業の
コーポレートガバナンスに
対する不信感が高まること

75.1

53.9

41.1

5.8

2.9

0

83.3

53.8

44.9

2.6

0

0

71.2

54.0

39.3

7.4

4.3

0

0 20 40 60 80 100 (%)

全体(回答数）241人

製造業(回答数）78人

非製造業(回答数）163人

－13－

（２）企業活動がグローバルに広がるなかで、国内外の投資家にとって透明性の高い経営を行うために
　　必要と考えられることを下記の中からお選び下さい。(複数回答可、３つまで)

図表16

1

①

88

5

⑤

13

4

④

35

6

⑥

10

2

②

42

3

③

39

7

⑦

4

8

⑧

3

9

⑨

3

会計基準の点検

その他

経営についての重要事項を
はじめとする情報開示の
一層の推進

社外取締役や社外監査役の
独立性の向上

監査法人のガバナンス改革
（透明性の向上、
チェック体制の確立）

役員指名・役員報酬決定
プロセスのさらなる透明化

社外取締役や社外監査役の
人数・割合の拡大

格付け機関の審査能力の向上

正しい経営を行う倫理観と
高い志を経営者が持つこと

88.0

42.3

38.6

35.3

13.3

10.0

3.7

2.5

2.9

91.0

39.7

51.3

35.9

16.7

9.0

2.6

0

3.8

86.5

43.6

32.5

35.0

11.7

10.4

4.3

3.7

2.5

0 20 40 60 80 100 (%)

全体(回答数）241人

製造業(回答数）78人

非製造業(回答数）163人
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－回答者業種分類－ －回答者ブロック別分類－
製造業 78人 公益社団法人　経済同友会 193人

食　品 13   各地経済同友会代表幹事計 49人
繊維･紙 5   北海道・東北 8   
化学製品 17   関　東 4   
鉄鋼・金属製品 7   中部・北陸 5   
機械・精密機器 8   近　畿 7   
電気機器 16   中国・四国 14   
輸送用機器 3   九州・沖縄 11   
その他製品・製造 9   回答者総数 242人

非製造業 164人
建　設 9   
商　業 24   
銀　行 17   
その他金融 11   
証　券 6   
保　険 9   
不動産 4   
運輸・倉庫 17   
情報・通信 22   
電力・ガス 3   
サービス（ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、研究所） 14   
サービス（法律･会計･教育･医療など） 6   
サービス（ホテル業、ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ） 3   
サービス（広告） 2   

－14－

サービス（広告） 2   
サービス（その他） 15   
その他 2   

回答者総数 242人

 

－14－


